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一般社団法人岩手県ＰＴＡ連合会 副会長 山口 真樹 欠席 

子ども・子

育て支援

事業者 

保  育 
社会福祉法人岩手県社会福祉協議会 

・保育協議会 
会 長 稲田 泰文  

教  育 岩手県国公立幼稚園・こども園協議会 副会長 山本 ゆかり  

福  祉 岩手県民生委員児童委員協議会 副会長 米田 ハツエ 欠席 

学識経験者 大 学 岩手県立大学社会福祉学部 副学長 高橋  聡  

 

 

【事務局】 

部 局 名 課 室 名 職  名 氏  名 

保健福祉部 子ども子育て支援室 

室 長 前川 貴美子 

子育て支援担当課長 才川 拓美 

主任主査 目時 麻由 

 



 

子 第 1 1 1 6 号 

令和７年１月 31 日 

 

岩手県子ども・子育て会議 

幼保連携型認定こども園部会長 様 

 

岩手県知事  達 増 拓 也  

 

 

幼保連携型認定こども園の設置の認可について（諮問） 

このことについて、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律（平成 18 年法律第 77 号）第 17 条第３項の規定に基づき、下記事例について、貴部

会の意見を求めます。 

記 

○ 意見照会事項  

幼保連携型認定こども園の設置の認可に係る審査（別紙のとおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 保健福祉部子ども子育て支援室 

   子育て支援担当 目時 

   TEL 019-629-5460 

   FAX 019-629-5464 
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別紙

幼保連携型認定こども園の設置の認可につき審議するものの一覧表

番号 名　称 所在地 設置者 開設の時期

1 明和保育園 大船渡市大船渡町字上山65番地３ 社会福祉法人明和会 令和7年4月1日

2 おだきこども園 奥州市江刺愛宕酉丸180番地 社会福祉法人智禅会 令和7年4月1日



1 

幼保連携型認定こども園の設置の認可について 

 

１ 幼保連携型認定こども園の設置の手続き等の概要 

 (1) 幼保連携型認定こども園とは 

義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとしての満３歳以上の子どもに対する教育並びに

保育を必要とする子どもに対する保育を一体的に行い、これらの子どもの健やかな成長が図られる

よう適当な環境を与えて、その心身の発達を助長するとともに、保護者に対する子育ての支援を行

うことを目的として、この法律※１の定めるところにより設置される施設 

※１ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第

77号。以下「法」という。） 

 

 (2) 設置主体（法第 12条） 

   国、地方公共団体、学校法人及び社会福祉法人 

 

 (3) 認可等主体（法第 17条第１項） 

    都道府県知事※２、指定都市の長、中核市の長 

  ※２ 指定都市及び中核市以外の市町村が設置する施設等の届出受理（法第 16条）を含む。 

 

 (4) 審議会の意見聴取 

都道府県知事は、アからウまでの認可等をしようとするときは、あらかじめ法第 25 条に規定す

る審議会※３の意見を聴かなければならない。 

ア 設置の認可・廃止等の認可（法第 17条第３項） 

イ 事業停止命令・閉鎖命令（法第 21条第２項） 

ウ 認可の取消し（法第 22条第２項） 

※３ 本県では、「岩手県子ども・子育て会議」を当該審議会として位置づけ 

（幼保連携型認定こども園部会の議決をもって子ども・子育て会議の議決とすることができる

もの。） 

 

 (5) 設置基準 

社会福祉施設等の事業者等の要件及び設備等に関する基準を定める条例（平成 30 年岩手県条例

第 62号）で基準を策定（国が定める基準に従い又はそれを参酌） 

 

 (6) 認可の適否 

  ア 法令上の取扱い（法第 17条第６項） 

    条例で定める基準に適合し、かつ欠格事由に該当しないと認められる場合は、認可をするもの

とされている。ただし、幼保連携型認定こども園を設置しようとする場所を含む区域における特

定教育・保育施設の利用定員の総数が、子ども・子育て支援事業支援計画に定める必要利用定員

総数に既に達している場合等は認可をしないことができる。 

イ 本県の方針 

本県においては、岩手県子ども・子育て支援事業支援計画において、「幼稚園又は保育所から

認定こども園に移行する場合にあっては、制度の目的である認定こども園の普及の観点から、既

に確保対策が量の見込を上回っている場合にも、原則として認可を行う方針※４」としていること。 

※４ 岩手県子ども・子育て支援事業支援計画に明記 
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２ 県内の幼保連携型認定こども園の設置状況（R6.4.1現在） 公立 15、私立 127 計 142か所 

（単位：か所） 

№ 市町村名 公立 私立 計 

１ 盛岡市 0 32 32 

２ 宮古市 0 2 2 

３ 大船渡市 3 5 8 

４ 花巻市 0 12 12 

５ 北上市 0 10 10 

６ 久慈市 0 5 5 

７ 遠野市 0 1 1 

８ 一関市 6 15 21 

９ 釜石市 1 3 4 

10 二戸市 0 3 3 

11 八幡平市 0 4 4 

12 奥州市 3 15 18 

13 滝沢市 0 4 4 

14 岩手町 0 1 1 

15 紫波町 0 2 2 

16 矢巾町 0 5 5 

17 金ケ崎町 0 1 1 

18 大槌町 0 4 4 

19 山田町 0 1 1 

20 洋野町 2 2 4 

計 20 市町 15 127 142 

 

３ 意見聴取の対象となる施設 

 
名称 所在地 開設の時期 現在の施設種別 

１ 明和保育園 大船渡市 R7.4.1 認可保育所（明和保育園） 

２ おだきこども園 奥州市 R7.4.1 認可保育所（愛宕保育園） 

 



 

 

 

 

 

教育保育概要等に関する調書 

及び設置基準対応状況 

資料 No.３ 
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幼保連携型認定こども園に係る教育保育概要等に関する調書 

施設名 明和保育園  

   

施設の所在地 〒022-0002 大船渡市大船渡町字上山 65番地３ 

施設の設置者 社会福祉法人明和会 

施設の設置者の所在地 〒022-0002 大船渡市大船渡町字上山 65番地３ 

利用定員 満３歳未満児 満３歳以上児 計 

 

保育を必要とする子ども 37人 48人 85人 

保育を必要とする子ども以外

の子ども 
0 人 15人  15人 

計 37人 63人 

  100人 

０歳児 ９人・１歳児 14人 

２歳児 14人・３歳児 21人 

４歳児 21人・５歳児 21人 

開園日数 開園日数：年間 293 日 

休園日 ：日曜日、祝日、年末年始 

開園時間 ７時 00 分 ～ 19時 00分 

教育及び保育に従事する者の数 実人員 16 人（常勤換算 15.5人） 

学級数 ３学級 

園舎の面積 733.80 ㎡ 

園庭の面積 455.38 ㎡ 

給食の提供状況 全園児自園完全給食 

実施する子育て支援事業の内容  
事業の内容 事業の実施日 

実施 

場所 
対象者 

１ 
当園保育教諭等に

よる子育て相談 
開園日と同じ 園舎 

在園児、未就園児の家

族、地域住民 

２ 
未就園児への園解

放 
毎月第３木曜日 園舎 

未就園児並びにその両

親、祖父母 

３ 一時預かり事業 開園日と同じ 園舎 
一時的に保育に欠ける

未就園児 
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幼保連携型認定こども園設置基準対応状況 

施設名 明和保育園  

項 目 申請内容 基準 適・否 

(1)学級編制 

学級編制 21人×３学級 １学級当たり35人以下 適 

学級担任 ４人 ３人（学級数）以上 適 

(2)職員配置 

保育教諭 15.5 人 11 人以上（※） 

４・５歳児 42 人×1/25＝1.6（２学級） 

３歳児   21 人×1/15＝1.4（１学級） 

１・２歳児 28 人×1/ 6＝4.6 

０歳児       9 人×1/ 3＝3.0  

適 

調理員 ３人 必置（ただし、調理業務の全部を委託する場合は調

理員の配置は不要） 

適 

(3)設備等 

園舎の構造 ２階建 原則２階建以下 適 

園舎の面積 733.80㎡ 508.77㎡以上 

学級数による算定 

  320㎡＋（３学級－２）×100㎡＝420㎡ 

３歳未満の園児数による算定 

   ほふくしない ０歳児  9人×1.65㎡＝14.85㎡ 

   ほふくする   １歳児 14人×3.30㎡＝46.20㎡ 

         ２歳児 14人×1.98㎡＝27.72㎡ 

適 

園庭の面積 455.38㎡ 446.20㎡以上 

 (1) ①、②のいずれか大きい面積 

① 学級数による算定 

    400㎡＋（３学級－３）×80㎡＝400㎡ 

② ３歳以上の園児数による算定 

    63人×3.30㎡＝207.9㎡ 

(2) ２歳の園児数による算定 

    ２歳児 14人×3.30㎡＝46.20㎡ 

適 

保育室等の面積 乳児室兼ほふく室 

76.72㎡（１室） 

61.05㎡以上 

 ほふくしない ０歳児   9人×1.65㎡＝14.85㎡ 

ほふくする  １歳児  14人×3.30㎡＝46.20㎡ 

適 

保育室        214.05㎡（４室） 152.46㎡以上 

     ２歳以上児   77人×1.98㎡＝152.46㎡ 

適 

(4)運営 

教育週数 年間48週 年間39週以上 適 

子育て支援事業 子育て支援相談（教育保育相談事業

）等を実施 

教育保育相談事業の実施が必須 適 

(5)欠格事由 

申請者 欠格事由に該当しない 欠格事由に該当しないこと。 

（欠格事由） 

・ 国民の福祉又は学校教育に関する法律の規定に

よる罰金刑 

・ 労働に関する法律の規定による罰金刑 

・ 認可取消しの日から５年を経過しない者 等 

適 

申請者の役員 欠格事由に該当しない 申請者と同様の欠格事由に該当しないこと 適 

※ 年齢区分別の保育教諭数は、小数点第２位以下切り捨て。計は、小数点以下四捨五入。 
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幼保連携型認定こども園に係る教育保育概要等に関する調書 

施設名 おだきこども園 

   

施設の所在地 〒023-1131 奥州市江刺愛宕字酉丸 180番地 

施設の設置者 社会福祉法人智禅会 

施設の設置者の所在地 〒023-1131 奥州市江刺愛宕字酉丸 180番地 

利用定員 満３歳未満児 満３歳以上児 計 

 

保育を必要とする子ども 47人 63人 110人 

保育を必要とする子ども以外

の子ども 
0 人 15人  15人 

計 47人 78人 

  125人 

０歳児 10人・１歳児 18人 

２歳児 19人・３歳児 26人 

４歳児 26人・５歳児 26人 

開園日数 開園日数：年間 242 日 

休園日 ：日曜日、祝日、年末年始 

開園時間 ７時 00 分 ～ 19時 00分 

教育及び保育に従事する者の数 実人員 21 人（常勤換算 19人） 

学級数 ３学級 

園舎の面積 1,211.36㎡ 

園庭の面積 767㎡ 

給食の提供状況 全園児自園完全給食 

実施する子育て支援事業の内容  
事業の内容 事業の実施日 

実施 

場所 
対象者 

１ 子育て相談事業 
月～金曜日の

開園日 
園舎 

在園児及び未就園児の

両親・祖父母、地域住民 

２ 
未就園児の体験

事業 

５月～１月 

月１・２回 
園舎 未就園児の両親・祖父母 

３ 
未就園児の遊び

場提供事業 

開園日の毎週

火～金曜日 
園庭 未就園児の両親・祖父母 

４ 
未就園児の行事

体験事業 
各行事 

お寺の本

堂前、園

舎、江刺西

体育館 

未就園児の両親・祖父母 
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幼保連携型認定こども園設置基準対応状況 

施設名 おだきこども園 

項 目 申請内容 基準 適・否 

(1)学級編制 

学級編制 26人×３学級 １学級当たり35人以下 適 

学級担任 ３人 ３人（学級数）以上 適 

(2)職員配置 

保育教諭 19 人 13 人以上（※） 

４・５歳児 52 人×1/25＝2.0（２学級） 

３歳児   26 人×1/15＝1.7（１学級） 

１・２歳児 37 人×1/ 6＝6.1 

０歳児   10 人×1/ 3＝3.3  

適 

調理員 ４人 必置（ただし、調理業務の全部を委託する場合は調

理員の配置は不要） 

適 

(3)設備等 

園舎の構造 １階建 原則２階建以下 適 

園舎の面積 1,211.36㎡ 533.52㎡以上 

学級数による算定 

  320㎡＋（３学級－２）×100㎡＝420㎡ 

３歳未満の園児数による算定 

   ほふくしない ０歳児 10人×1.65㎡＝16.50㎡ 

   ほふくする   １歳児 18人×3.30㎡＝59.40㎡ 

         ２歳児 19人×1.98㎡＝37.62㎡ 

適 

園庭の面積 767.00㎡ 462.70㎡以上 

 (1) ①、②のいずれか大きい面積 

① 学級数による算定 

    400㎡＋（３学級－３）×80㎡＝400㎡ 

② ３歳以上の園児数による算定 

    78人×3.30㎡＝257.40㎡ 

(2) ２歳の園児数による算定 

    ２歳児 19人×3.30㎡＝62.7㎡ 

適 

保育室等の面積 乳児室      27.33㎡（１室） 16.50㎡以上 

 ほふくしない ０歳児  10人×1.65㎡＝16.50㎡ 

適 

ほふく室    115.20㎡（１室） 59.40㎡以上 

 ほふくする  １歳児  18人×3.30㎡＝59.40㎡ 

適 

保育室 ２歳      46.47㎡（１室） 37.62㎡以上 

           ２歳児 19人×1.98㎡＝37.62㎡ 

適 

       ３歳以上 126.99㎡（３室） 
154.44㎡以上 

３歳以上児 78人×1.98㎡＝154.44㎡ 

適 

遊戯室（保育室が基準未満の場合） 

３歳以上 212.01㎡ 

(4)運営 

教育週数 年間43週 年間39週以上 適 

子育て支援事業 子育て支援相談（教育保育相談事業

）等を実施 

教育保育相談事業の実施が必須 適 

(5)欠格事由 

申請者 欠格事由に該当しない 欠格事由に該当しないこと。 

（欠格事由） 

・ 国民の福祉又は学校教育に関する法律の規定に

よる罰金刑 

・ 労働に関する法律の規定による罰金刑 

・ 認可取消しの日から５年を経過しない者 等 

適 

申請者の役員 欠格事由に該当しない 申請者と同様の欠格事由に該当しないこと 適 

※ 年齢区分別の保育教諭数は、小数点第２位以下切り捨て。計は、小数点以下四捨五入。 
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0岩手県子ども·子育て会議条例
平成25年10月18日

条例第69号
岩手県子ども・子育て会議条例をここに公布する。

岩手県子ども·子育て会議条例
（設置）

第1条 ど ． 本て ず、‘ \I ‘

24 ‘
ヽ

ノ 65 口 じ 「 ヽ
‘

とい
>

72久 心及び就学前の子どもに関す
る - 本 の冷ム化な 、の 進に る ‘

ヽ
ノ

ロ 18 ‘
‘

/ 77 口 25久の規定に基づき、 岩手県子ど

も・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。
（一部改正〔平成26年条例102号・令和5年20号〕）

（組織）
第2条 子ども・子育て会議は、 委員30人以内をもって組織し、 委員は、 次に掲げる者のうちから知事が任命す

る。
(1) 子ども（法第6条第1項に規定する子どもをいう。）の保護者（同条第2項に規定する保護者をいう。）
(2) 子ども・子育て支援（法第7条第1項に規定する子ども・子育て支援をいう。送豆において同じ。）に関する

事業に従事する者
(3) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者
(4) 血辿出こ掲げる者のほか、 知事が必要と認める者

2 委員の任期は、 2年とする。ただし、 欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、 前任者の残任期間とする。
3 委員は、 再任されることができる。

（会長及び副会長）
第3条 子ども・子育て会議に、 会長及び副会長1人を置き、 委員の互選とする。
2 会長は、 会務を総理し、 会議の議長となる。
3 副会長は、 会長を補佐し、 会長に事故があるとき、 又は会長が欠けたときは、 その職務を代理する。

（会議）
第4条 子ども・子育て会議は、 会長が招集する。
2 子ども・子育て会議は、 委員の過半数の出席がなければ議事を開き、 議決することができない。
3 子ども·子育て会議の議事は、 出席委員の過半数で決し、 可否同数のときは、 議長の決するところによる。

（部会）
第5条 子ども・子育て会議に、 部会を置くことができる。
2 部会は、 会長の指名する委員をもって組織する。
3 子ども・子育て会議は、 その定めるところにより、 部会の議決をもって子ども・子育て会議の議決とすること

ができる。
4 辿乙盃の規定は、 部会について準用する。

（意見の聴取）
第6条 子ども・子育て会議は、 必要に応じて専門的知識を有する者の出席を求め、 その意見を聴くことができ

る。
（庶務）

第7条 子ども・子育て会議の庶務は、 保健福祉部において処理する。
（補則）

第8条 この条例に定めるもののほか、 子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、 会長が子ども・子育て会
議に諮って定める。

附 則
この条例は、 平成25年11月1日から施行する。

附 則（平成26年10月20日条例第102号）
1 この条例は、 就学前の子どもに関する教育、 保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律

（平成24年法律第66号。以下「改正法」という。）の施行の日から施行する。ただし、 次項の規定は、 公布の日か
ら施行する。

2 岩手県子ども・子育て会議は、 この条例の施行の日前においても、 改正法による改正後の就学前の子どもに関
する教育、 保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第25条の規定による調査審議（同法
第17条第3項に係るものに限る。）を行うことができる。

附 則（令和5年3月28日条例第20号）
この条例は、 令和5年4月1日から施行する。
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令和6年6月 19 日施行 現在施行

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和六年法律第五十三号）

巨
Law RevisionID:418AC0000000077 _20240619_506AC0000000053 

平成十八年法律第七十七号

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

第一章 総則

（定義）
第二条 この法律において「子ども」とは、 小学校就学の始期に達するまでの者をいう。

2 この法律において「幼稚園」とは、 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する幼稚園をい

つ。

3 この法律において「保育所」とは、 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十九条第一項に規定する

保育所をいう。

4 この法律において「保育機能施設」とは、 児童福祉法第五十九条第一項に規定する施設のうち同法第三十九条第

一項に規定する業務を目的とするもの（少数の子どもを対象とするものその他の主務省令で定めるものを除く。）

をいう。

5 この法律において「保育所等」とは、 保育所又は保育機能施設をいう。

6 この法律において「認定こども園」とは、 次条第一項又は第三項の認定を受けた施設、 同条第十項の規定による

公示がされた施設及び幼保連携型認定こども園をいう。

7 この法律において「幼保連携型認定こども園」とは、 義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとしての満三

歳以上の子どもに対する教育並びに保育を必要とする子どもに対する保育を一体的に行い、 これらの子どもの健や

かな成長が図られるよう適当な環境を与えて、 その心身の発達を助長するとともに、 保護者に対する子育ての支援

を行うことを目的として、 この法律の定めるところにより設置される施設をいう。

8 この法律において「教育」とは、 教育基本法（平成十八年法律第百二十号）第六条第一項に規定する法律に定め

る学校（第九条において単に「学校」という。）において行われる教育をいう。

9 この法律において「保育」とは、 児童福祉法第六条の三第七項第一号に規定する保育をいう。

10 この法律において「保育を必要とする子ども」とは、 児童福祉法第六条の三第九項第一号に規定する保育を必

要とする乳児・幼児をいう。

11 この法律において「保護者」とは、 児童福祉法第六条に規定する保護者をいう。

12 この法律において「子育て支援事業」とは、 地域の子どもの養育に関する各般の問題につき保護者からの相談

に応じ必要な情報の提供及び助言を行う事業、 保護者の疾病その他の理由により家庭において養育を受けることが

一時的に困難となった地域の子どもに対する保育を行う事業、 地域の子どもの養育に関する援助を受けることを希

望する保護者と当該援助を行うことを希望する民間の団体若しくは個人との連絡及び調整を行う事業又は地域の子

どもの養育に関する援助を行う民間の団体若しくは個人に対する必要な情報の提供及び助言を行う事業であって主

務省令で定めるものをいう。

第三章 幼保連携型認定こども園

（設置者）
第十二条 幼保連携型認定こども園は、 国、 地方公共団体（公立大学法人を含む。第十七条第一項において同

じ。）、 学校法人及び社会福祉法人のみが設置することができる。

（設置等の届出）
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第十六条 市町村（指定都市等を除く。 以下この条及び次条第五項において同じ。）（市町村が単独で又は他の市町

村と共同して設立する公立大学法人を含む。）は、 幼保連携型認定こども園を設置しようとするとき、 又はその設

置した幼保連携型認定こども園の廃止、 休止若しくは設置者の変更その他政令で定める事項（同条第一項及び第三

十四条第六項において「廃止等」という。）を行おうとするときは、 あらかじめ、 都道府県知事に届け出なければ

ならない。

（設置等の認可）

第十七条 国及び地方公共団体以外の者は、 幼保連携型認定こども園を設置しようとするとき、 又はその設置した幼

保連携型認定こども園の廃止等を行おうとするときは、 都道府県知事（指定都市等の区域内に所在する幼保連携型

認定こども園については、 当該指定都市等の長。 次項、 第三項、 第六項及び第七項並びに次条第一項において同

じ。）の認可を受けなければならない。

2 都道府県知事は、 前項の設置の認可の申請があったときは、 第十三条第一項の条例で定める基準に適合するかど

うかを審査するほか、 次に掲げる基準によって、 その申請を審査しなければならない。

ー 申請者が、 この法律その他国民の福祉若しくは学校教育に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の

刑に処せられ、 その執行を終わり、 又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

二 申請者が、 労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、 その執行を終わ

り、 又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

三 申請者が、 第二十二条第一項の規定により認可を取り消され、 その取消しの日から起算して五年を経過しない

者であるとき。 ただし、 当該認可の取消しが、 幼保連携型認定こども園の認可の取消しのうち当該認可の取消し

の処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該幼保連携型認定こども園の設置者による業

務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該幼保連携型認定こども園の設置者が有し

ていた責任の程度を考慮して、 この号本文に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると

認められるものとして主務省令で定めるものに該当する場合を除く。

四 申請者が、 第二十二条第一項の規定による認可の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知が

あった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に前項の規定による幼保連携型認定

こども園の廃止をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、 当該幼保連携型認定こども園の

廃止の認可の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

五 申請者が、 第十九条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第二

十二条第一項の規定による認可の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として

主務省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通

知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に前項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をした

者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、 当該幼保連携型認定こども園の廃止の認可の日から起

算して五年を経過しないものであるとき。

六 申請者が、 認可の申請前五年以内に教育又は保育に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

七 申請者の役員又はその長のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。

イ 禁錮以上の刑に処せられ、 その執行を終わり、 又は執行を受けることがなくなるまでの者

口 第一号、 第二号又は前号に該当する者

ハ 第二十二条第一項の規定により認可を取り消された幼保連携型認定こども園において、 当該取消しの処分に

係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内にその幼保連携型認定こども園の設置者の

役員又はその園長であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの（当該認可の取消しが、 幼

保連携型認定こども園の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生

を防止するための当該幼保連携型認定こども園の設置者による業務管理体制の整備についての取組の状況その

他の当該事実に関して当該幼保連携型認定こども園の設置者が有していた責任の程度を考慮して、 この号に規

定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして主務省令で定めるもの

に該当する場合を除く。）
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二 第四号に規定する期間内に前項の規定により廃止した幼保連携型認定こども園（当該廃止について相当の理

由がある幼保連携型認定こども園を除く。）において、 同号の通知の日前六十日以内にその設置者の役員又は

その長であった者で当該廃止の認可の日から起算して五年を経過しないもの

3 都道府県知事は、 第一項の認可をしようとするときは、 あらかじめ、 第二十五条に規定する審議会その他の合議

制の機関の意見を聴かなければならない。

4 指定都市等の長は、 第一項の認可をしようとするときは、 その旨及び第四条第一項各号に掲げる事項を都道府県

知事に通知しなければならない。

5 都道府県知事は、 第一項の設置の認可をしようとするときは、 主務省令で定めるところにより、 あらかじめ、 当

該認可の申請に係る幼保連携型認定こども園を設置しようとする場所を管轄する市町村の長に協議しなければなら

ない。

6 都道府県知事は、 第一項及び第二項に基づく審査の結果、 その申請が第十三条第一項の条例で定める基準に適合

しており、 かつ、 第二項各号に掲げる基準に該当しないと認めるときは、 第一項の設置の認可をするものとす

る。ただし、 次に掲げる要件のいずれかに該当するとき、 その他の都道府県子ども·子育て支援事業支援計画（指

定都市等の長が同項の設置の認可を行う場合にあっては、 子ども・子育て支援法第六十一条第一項の規定により当

該指定都市等が定める市町村子ども・子育て支援事業計画。以下この項において同じ。）の達成に支障を生ずるお

それがある場合として主務省令で定める場合に該当すると認めるときは、 第一項の設置の認可をしないことができ

る。

ー 当該申請に係る幼保連携型認定こども園を設置しようとする場所を含む区域（子ども・子育て支援法第六十二

条第二項第一号の規定により当該都道府県が定める区域（指定都市等の長が第一項の設置の認可を行う場合にあ

っては、 同法第六十一条第二項第一号の規定により当該指定都市等が定める教育·保育提供区域）をいう。以下

この項において同じ。）における特定教育・保育施設の利用定員の総数（同法第十九条第一号に掲げる小学校就

学前子どもに係るものに限る。）が、 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画において定める当該区域の特定

教育・保育施設の必要利用定員総数（同号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）に既に達している

か、 又は当該申請に係る設置の認可によってこれを超えることになると認めるとき。

二 当該申請に係る幼保連携型認定こども園を設置しようとする場所を含む区域における特定教育・保育施設の利

用定員の総数（子ども·子育て支援法第十九条第二号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）が、 都

道府県子ども・子育て支援事業支援計画において定める当該区域の特定教育・保育施設の必要利用定員総数（同

号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）に既に達しているか、 又は当該申請に係る設置の認可によ

ってこれを超えることになると認めるとき。

三 当該申請に係る幼保連携型認定こども園を設置しようとする場所を含む区域における特定教育・保育施設の利

用定員の総数（子ども·子育て支援法第十九条第三号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）が、 都

道府県子ども・子育て支援事業支援計画において定める当該区域の特定教育·保育施設の必要利用定員総数（同

号に掲げる小学校就学前子どもに係るものに限る。）に既に達しているか、 又は当該申請に係る設置の認可によ

ってこれを超えることになると認めるとき。

7 都道府県知事は、 第一項の設置の認可をしない場合には、 申請者に対し、 速やかに、 その旨及び理由を通知しな

ければならない。

（改善勧告及び改善命令）

第二十条 都道府県知事は、 幼保連携型認定こども園の設置者が、 この法律又はこの法律に基づく命令若しくは条例

の規定に違反したときは、 当該設置者に対し、 必要な改善を勧告し、 又は当該設置者がその勧告に従わず、 かつ、

園児の教育上又は保育上有害であると認められるときは、 必要な改善を命ずることができる。

（事業停止命令）

第二十一条 都道府県知事は、 次の各号のいずれかに該当する場合においては、 幼保連携型認定こども園の事業の停

止又は施設の閉鎖を命ずることができる。

一 幼保連携型認定こども園の設置者が、 この法律又はこの法律に基づく命令若しくは条例の規定に故意に違反

し、 かつ、 園児の教育上又は保育上著しく有害であると認められるとき。
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二 幼保連携型認定こども圏の設置者が前条の規定による命令に違反したとき。

三 正当な理由がないのに、 六月以上休止したとき。

2 都道府県知事は、 前項の規定により事業の停止又は施設の閉鎖の命令をしようとするときは、 あらかじめ、 第二

十五条に規定する審議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。

（認可の取消し）

第二十二条 都道府県知事は、 幼保連携型認定こども園の設置者が、 この法律若しくはこの法律に基づく命令若しく

は条例の規定又はこれらに基づいてする処分に違反したときは、 第十七条第一項の認可を取り消すことができる。

2 都道府県知事は、 前項の規定による認可の取消しをしようとするときは、 あらかじめ、 第二十五条に規定する審

議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。

（都道府県における合議制の機関）

第二十五条 第十七条第三項、 第二十一条第二項及び第二十二条第二項の規定によりその権限に属させられた事項を

調査審議するため、 都道府県に、 条例で幼保連携型認定こども園に関する審議会その他の合議制の機関を置くもの

とする。

附 則 （平成二四年八月二二日法律第六六号）

（幼稚園の名称の使用制限に関する経過措置）

第七条 施行日において現に幼稚園を設置しており、 かつ、 当該幼稚園の名称中に幼稚園という文字を用いている者

が、 当該幼稚園を廃止して幼保連携型認定こども園を設置した場合には、 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六

号）第百三十五条第一項の規定にかかわらず、 当該幼保連携型認定こども園の名称中に引き続き幼稚園という文字

を用いることができる。
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令和6年9月 27 日施行 現在施行

幼保連携型認定こども園の学級の編制、 職員、 設備及び運営に関する基準の一部を改正する命令（令和六年内閣府・文部科

学省令第三号） E巳已］
Law RevisionID :426M60000182001_20240927 _506M60000082003 

平成二十六年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第一号

幼保連携型認定こども園の学級の編制、 職員、 設備及び運営に関する基準

就学前の子どもに関する教育、 保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第十三条

第二項の規定に基づき、 幼保連携型認定こども園の学級の編制、 職員、 設備及び運営に関する基準を次のように定め

る。

（趣旨）

第一条 就学前の子どもに関する教育、 保育等の総合的な提供の推進に関する法律（以下「法」という。）第十三条

第二項の主務省令で定める基準は、 次の各号に掲げる基準に応じ、 それぞれ当該各号に定める規定による基準とす

る。

一 法第十三条第一項の規定により、 同条第二項第一号に掲げる事項について都道府県（指定都市等所在施設（法

第三条第一項に規定する指定都市等所在施設をいう。次項において同じ。）である幼保連携型認定こども園（都

道府県が設置するものを除く。）については、 当該指定都市等（法第三条第一項に規定する指定都市等をいう。

次項において同じ。）。以下同じ。）が条例を定めるに当たって従うべき基準 第四条、 第五条及び第十三条第

二項（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和二十三年厚生省令第六十三号）第八条第二項の規定を読

み替えて準用する部分に限る。）並びに附則第二条第一項、 第三条及び第五条から第九条までの規定による基準

二 法第十三条第一項の規定により、 同条第二項第二号に掲げる事項について都道府県が条例を定めるに当たって

従うべき基準 第六条、 第七条第一項から第六項まで、 第十三条第一項（児童福祉施設の設備及び運営に関する

基準第三十二条第八号の規定を読み替えて準用する部分に限る。）及び第二項（同令第八条第二項の規定を読み

替えて準用する部分に限る。）並びに第十四条並びに附則第二条第二項及び第四条の規定による基準

三 法第十三条第一項の規定により、 同条第二項第三号に掲げる事項について都道府県が条例を定めるに当たって

従うべき基準 第九条第一項（第一号及び第二号に係る部分に限る。）、 第十二条及び第十三条第一項（児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準第九条、 第九条の二、 第十一条（第四項ただし書を除く。）、 第十四条の二

及び第三十二条の二（後段を除く。）の規定を読み替えて準用する部分に限る。）の規定による基準

四 法第十三条第一項の規定により、 同条第二項各号に掲げる事項以外の事項について都道府県が条例を定めるに

当たって参酌すべき基準 この命令に定める基準のうち、 前三号に定める規定による基準以外のもの

2 法第十三条第二項の主務省令で定める基準は、 都道府県知事（指定都市等所在施設である幼保連携型認定こども

園（都道府県が設置するものを除く。）については、 当該指定都市等の長。以下同じ。）の監督に属する幼保連携

型認定こども園の園児（法第十四条第六項に規定する園児をいう。以下同じ。）が、 明る＜て、 衛生的な環境にお

いて、 素養があり、 かつ、 適切な養成又は訓練を受けた職員の指導により、 心身ともに健やかに育成されることを

保障するものとする。

3 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、 法第十三条第二項の主務省令で定める基準を常に向上させるように努めるも

のとする。

（設備蓮営基準の目的）

第二条 法第十三条第一項の規定により都道府県が条例で定める基準（次条において「設備運営基準」という。）

は、 都道府県知事の監督に属する幼保連携型認定こども園の園児が、 明る＜て、 衛生的な環境において、 素養があ

り、 かつ、 適切な養成又は訓練を受けた職員の指導により、 心身ともに健やかに育成されることを保障するものと

する。

（設偏連営基準の向上）
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第三条 都道府県知事は、 その管理に属する法第二十五条に規定する審議会その他の合議制の機関の意見を聴き、 そ

の監督に属する幼保連携型認定こども園に対し、 設備運営基準を超えて、 その設備及び運営を向上させるように勧

告することができる。

2 都道府県は、 設備運営基準を常に向上させるように努めるものとする。

（学級の編制の基準）

第四条 満三歳以上の園児については、 教育課程に基づく教育を行うため、 学級を編制するものとする。

2
一学級の園児数は、 三十五人以下を原則とする。

3 学級は、 学年の初めの日の前日において同じ年齢にある園児で編制することを原則とする。

（職員の数等）

第五条 幼保連携型認定こども圏には、 各学級ごとに担当する専任の主幹保育教諭、 指導保育教諭又は保育教諭（次

項において「保育教諭等」という。）を一人以上置かなければならない。

2 特別の事清があるときは、 保育教諭等は、 専任の副園長若しくは教頭が兼ね、 又は当該幼保連携型認定こども園

の学級数の三分の一の範囲内で、 専任の助保育教諭若しくは講師をもって代えることができる。

3 幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び保育（満三歳未満の園児については、 その保育。以下同じ。）に

直接従事する職員の数は、 次の表の上欄に掲げる園児の区分に応じ、 それぞれ同表の下欄に定める員数以上とす

る。ただし、 当該職員の数は、 常時二人を下ってはならない。

園児の区分 員数

ー 満四歳以上の園児 おおむね二十五人につき一人

二 満三歳以上満四歳未満の園児 おおむね十五人につき一人

三 満ー歳以上満三歳未満の園児 おおむね六人につき一人

四 満ー歳未満の園児 おおむね三人につき一人

備考

ー この表に定める員数は、 副園長（幼稚園の教諭の普通免許状（教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七

号）第四条第二項に規定する普通免許状をいう。以下この号及び附則第六条において同じ。）を有し、 かつ、 児童

福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第十八条の十八第一項（国家戦略特別区域法（平成二十五年法律第百七

号）第十二条の五第五項に規定する事業実施区域内にある幼保連携型認定こども園にあっては、 同条第八項におい

て準用する場合を含む。）の登録（以下この号において「登録」という。）を受けたものに限る。）、 教頭（幼稚

園の教諭の普通免許状を有し、 かつ、 登録を受けたものに限る。）、 主幹保育教諭、 指導保育教諭、 保育教諭、 助

保育教諭又は講師であって、 圏児の教育及び保育に直接従事する者の数をいう。

二 この表に定める員数は、 同表の上欄の園児の区分ごとに下欄の園児数に応じ定める数を合算した数とする。

三 この表の第一号及び第二号に係る員数が学級数を下るときは、 当該学級数に相当する数を当該員数とする。

四 園長が専任でない場合は、 原則としてこの表に定める員数を一人増加するものとする。

4 幼保連携型認定こども園には、 調理員を置かなければならない。ただし、 第十三条第一項において読み替えて準

用する児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第三十二条の二（後段を除く。第七条第三項において同じ。）の

規定により、 調理業務の全部を委託する幼保連携型認定こども園にあっては、 調理員を置かないことができる。

5 幼保連携型認定こども園には、 次に掲げる職員を置くよう努めなければならない。

副園長又は教頭

二 主幹養護教諭、 養護教諭又は養護助教諭

三 事務職員

（園舎及び園庭）

第六条 幼保連携型認定こども園には、 園舎及び園庭を備えなければならない。

2 園舎は、 二階建以下を原則とする。ただし、 特別の事情がある場合は、 三階建以上とすることができる。

3 乳児室、 ほふく室、 保育室、 遊戯室又は便所（以下この項及び次項において「保育室等」という。）は一階に設

けるものとする。ただし、 園舎が第十三条第一項において読み替えて準用する児童福祉施設の設備及び運営に関す
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る基準第三十二条第八号イ、 口及びへに掲げる要件を満たすときは保育室等を二階に、 前項ただし書の規定により

園舎を三階建以上とする場合であって、 第十三条第一項において読み替えて準用する同令第三十二条第八号に掲げ

る要件を満たすときは、 保育室等を三階以上の階に設けることができる。

4 前項ただし書の場合において、 三階以上の階に設けられる保育室等は、 原則として、 満三歳未満の園児の保育の

用に供するものでなければならない。

5 園舎及び園庭は、 同一の敷地内又は隣接する位置に設けることを原則とする。

6 園舎の面積は、 次に掲げる面積を合算した面積以上とする。

一 次の表の上欄に掲げる学級数に応じ、 それぞれ同表の下欄に定める面積

学級数 面積（平方メ ー トル）

一学級 1 8 0 

二学級以上320+100x（学級数ー2)

二 満三歳未満の園児数に応じ、 次条第六項の規定により算定した面積

7 園庭の面積は、 次に掲げる面積を合算した面積以上とする。

一 次に掲げる面積のうちいずれか大きい面積

イ 次の表の上欄に掲げる学級数に応じ、 それぞれ同表の下欄に定める面積

学級数 面積（平方メ ー トル）

二学級以下330+30x（学級数ー1)

三学級以上400+80x（学級数ー3)

口 三・三平方メ ー トルに満三歳以上の園児数を乗じて得た面積

二 三・三平方メ ー トルに満二歳以上満三歳未満の園児数を乗じて得た面積

（園舎に備えるべき設備）

第七条 園舎には、 次に掲げる設備（第二号に掲げる設備については、 満二歳未満の保育を必要とする子どもを入園

させる場合に限る。）を備えなければならない。ただし、 特別の事情があるときは、 保育室と遊戯室及び職員室と

保健室とは、 それぞれ兼用することができる。

職員室

＿ 乳児室又はほふく室

＿ 保育室

四 遊戯室

五 保健室

六 調理室

七 便所

八飲料水用設備、 手洗用設備及び足洗用設備

2 保育室（満三歳以上の園児に係るものに限る。）の数は、 学級数を下ってはならない。

3 満三歳以上の園児に対する食事の提供について、 第十三条第一項において読み替えて準用する児童福祉施設の設

備及び運営に関する基準第三十二条の二に規定する方法により行う幼保連携型認定こども園にあっては、 第一項の

規定にかかわらず、 調理室を備えないことができる。この場合において、 当該幼保連携型認定こども園において

は、 当該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該幼保連携型認定こども園において行うことが必

要な調理のための加熱、 保存等の調理機能を有する設備を備えなければならない。

4 園児に対する食事の提供について、 幼保連携型認定こども園内で調理する方法により行う園児数が二十人に満た

ない場合においては、 当該食事の提供を行う幼保連携型認定こども園は、 第一項の規定にかかわらず、 調理室を備

えないことができる。この場合において、 当該幼保連携型認定こども園においては、 当該食事の提供について当該

方法により行うために必要な調理設備を備えなければならない。

5 飲料水用設備は、 手洗用設備又は足洗用設備と区別して備えなければならない。

6 次の各号に掲げる設備の面積は、 当該各号に定める面積以上とする。
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乳児室 ー・六五平方メ ー トルに満二歳未満の園児のうちほふくしないものの数を乗じて得た面積

ー ほふく室 三・三平方メ ー トルに満二歳未満の園児のうちほふくするものの数を乗じて得た面積

＿ 保育室又は遊戯室 ー・九八平方メ ー トルに満二歳以上の園児数を乗じて得た面積

7 第一項に掲げる設備のほか、 圏舎には、 次に掲げる設備を備えるよう努めなければならない。

放送聴取設備

＿ 映写設備

＿ 水遊び場

四 園児清浄用設備

五 図書室

/‘ 
、と旨羊．云
云口栽ゴニ

（園具及び教具）

第八条 幼保連携型認定こども園には、 学級数及び園児数に応じ、 教育上及び保育上、 保健衛生上並びに安全上必要

な種類及び数の園具及び教具を備えなければならない。

2 前項の園具及び教具は、 常に改善し、 補充しなければならない。

（教育及び保育を行ラ期間及び時間）

第九条 幼保連携型認定こども圏における教育及び保育を行う期間及び時間は、 次に掲げる要件を満たすものでなけ

ればならない。

ー 毎学年の教育週数は、 特別の事情のある場合を除き、 三十九週を下ってはならないこと。

ニ 教育に係る標準的な一 日当たりの時間（次号において「教育時間」という。）は、 四時間とし、 園児の心身の

発達の程度、 季節等に適切に配慮すること。

三 保育を必要とする子どもに該当する園児に対する教育及び保育の時間（満三歳以上の保育を必要とする子ども

に該当する園児については、 教育時間を含む。）は、 一 日につき八時間を原則とすること。

2 前項第三号の時間については、 その地方における園児の保護者の労働時間その他家庭の状況等を考慮して、 圏長

がこれを定めるものとする。

（子育て支援事業の内容）

第十条 幼保連携型認定こども圏における保護者に対する子育ての支援は、 保護者が子育てについての第一義的責任

を有するという基本認識の下に、 子育てを自ら実践する力の向上を積極的に支援することを旨として、 教育及び保

育に関する専門性を十分に活用し、 子育て支援事業のうち、 その所在する地域における教育及び保育に対する需要

に照らし当該地域において実施することが必要と認められるものを、 保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の

下で行うものとする。その際、 地域の人材や社会資源の活用を図るよう努めるものとする。

（掲示）

第十一条 幼保連携型認定こども圏は、 その建物又は敷地の公衆の見やすい場所に、 当該施設が幼保連携型認定こど

も園である旨を掲示しなければならない。

（学校教育法施行規則の準用）

第十二条 学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号）第五十四条の規定は、 幼保連携型認定こども圏に

ついて準用する。この場合において、 同条中「児童が」とあるのは「就学前の子どもに関する教育、 保育等の総合

的な提供の推進に関する法律第十四条第六項に規定する園児（以下この条において「園児」という。）が」と、

「児童の」とあるのは「園児の」と読み替えるものとする。

（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の準用）

第十三条 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第四条、 第五条第一項、 第二項及び第四項、 第七条の二、 第九

条から第九条の三まで、 第十一条（第四項ただし書を除く。）、 第十四条の二、 第十四条の三第一項、 第三項及び

第四項、 第三十二条第八号、 第三十二条の二（後段を除く。）並びに第三十六条の規定は、 幼保連携型認定こども

園について準用する。この場合において、 次の表の上欄に掲げる同令の規定中同表の中欄に掲げる字句は、 それぞ

れ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。
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読み替え 読み替えられる字句 読み替える字句

る児童福

祉施設の

設備及び

運営に関

する基準

の規定

第四条の 最低基準 設備運営基準

見出し及

び同条第

二項

第四条第 最低基準 就学前の子どもに関する教育、 保育等の総合的な提供の推進

一項 に関する法律第十三条第一項の規定により都道府県（同法第

三条第一項に規定する指定都市等所在施設である同法第二条

第七項に規定する幼保連携型認定こども園（都道府県が設置

するものを除く。）については、 当該指定都市等（同法第三

条第一項に規定する指定都市等をいう。））が条例で定める

基準（以下この条において「設備運営基準」という。）

第五条第 入所している者 就学前の子どもに関する教育、 保育等の総合的な提供の推進

一項 に関する法律第十四条第六項に規定する園児（以下「園児」

という。）

第五条第 児童の 園児の

二項及び

第十一条

第五項

第七条の 法 就学前の子どもに関する教育、 保育等の総合的な提供の推進

二第一項 に関する法律

第九条の 入所した者 園児

見出し

第九条並 入所している者 園児

びに第十

一条第二

項及び第

三項

第九条 又は入所 又は入園

第九条の 入所中の児童 園児

当該児童 当該園児

第九条の 利用者に対する支援の提供 園児の教育及び保育（満三歳未満の園児については、 その保

三第一項 育。以下同じ。）

及び 並びに

第十一条 入所している者 保育を必要とする子どもに該当する園児

第一項
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第八条 幼保連携型認定こども圏の学級の編制、 職員、 設備及び運営

に関する基準第十三条第二項において読み替えて準用する第

八条

社会福祉施設 学校、 社会福祉施設等

第十四条 利用者 園児

の二

第十四条 援助 教育及び保育並びに子育ての支援

の三第一

項

入所している者 園児

第十四条 援助に関し、 当該措置又は助産の実施、 母 教育及び保育並びに子育ての支援について、

の三第三 子保護の実施若しくは保育の提供若しくは

項 法第二十四条第五項若しくは第六項の規定

による措置に係る

第三十二 又は遊戯室 、 遊戯室又は便所

条第八号

第三十二 耐火建築物（建築基準法（昭和二十五年法 建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第九号の

条第八号 律第二百一号）第二条第九号の二に規定す ニに規定する耐火建築物

イ る耐火建築物をいう。以下この号において

同じ。）又は準耐火建築物（同条第九号の

三に規定する準耐火建築物をいい、 同号□

に該当するものを除く。）（保育室等を三

階以上に設ける建物にあっては、 耐火建築

物）

第三十二 施設又は設備 設備

条第八号

口

第三十二 施設及び設備 設備

条第八号

)\ 

第三十二 乳幼児 園児

条第八号

ヘ

第三十二 第十一条第一項 幼保連携型認定こども園の学級の編制、 職員、 設備及び運営

条の二 に関する基準第十三条第一項において読み替えて準用する第

十一条第一項

幼児 園児

乳幼児 園児

第三十六 保育所の長 就学前の子どもに関する教育、 保育等の総合的な提供の推進

ク木 に関する法律第十四条第一項に規定する園長

入所している乳幼児 園児

保育 教育及び保育
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2 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第八条の規定は、幼保連携型認定こども園の職員及び設備について準

用する。この場合において、同条の見出し中「他の社会福祉施設を併せて設置する」とあるのは職員については

「他の学校又は社会福祉施設の職員を兼ねる」と、設備については「他の学校、社会福祉施設等の設備を兼ねる」

と、「設備及び職員」とあるのは職員については「職員」と、設備については「設備」と、同条第一項中「他の社

会福祉施設を併せて設置するときは、必要に応じ」とあるのは「その運営上必要と認められる場合は、」と、「設

備及び職員」とあるのは職員については「職員」と、設備については「設備」と、「併せて設置する社会福祉施

設」とあるのは職員については「他の学校又は社会福祉施設」と、設備については「他の学校、社会福祉施設等」

と、同条第二項中「入所している者の居室及び各施設に特有の設備並びに入所している者の保護に直接従事する職

員」とあるのは職員については「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第十四

条第六項に規定する園児の保育に直接従事する職員」と、設備については「乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室又

は便所」と、「保育所の設備及び職員については、」とあるのは職員については「他の社会福祉施設の職員に兼ね

る場合であって、」と、設備については「他の社会福祉施設の設備に兼ねる場合であって、」と読み替えるものと

する。

（幼稚園設置基準の準用）

第十四条 幼稚園設置基準（昭和三十一年文部省令第三十二号）第七条の規定は、幼保連携型認定こども園について

準用する。この場合において、同条第一項中「幼児の教育上」とあるのは「その運営上」と、同条第二項中「施設

及び設備」とあるのは「設備」と読み替えるものとする。

附 則

（施行期日）

第一条 この命令は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法

律（平成二十四年法律第六十六号。以下「一部改正法」という。）の施行の日（以下「施行日」という。）から施

行する。

（みなし幼保連携型認定こども園に関する経過措置）

第二条 施行日から起算して五年間は、第五条第三項の規定にかかわらず、みなし幼保連携型認定こども圏（一部改

正法附則第三条第一項の規定により法第十七条第一項の設置の認可があったものとみなされた旧幼保連携型認定こ

ども園（一部改正法による改正前の法第七条第一項に規定する認定こども園である同法第三条第三項に規定する幼

保連携施設（幼稚園及び保育所で構成されるものに限る。）をいう。）をいう。以下この条において同じ。）の職

員配置については、なお従前の例によることができる。

2 みなし幼保連携型認定こども園の設備については、第六条から第八条までの規定にかかわらず、当分の間、なお

従前の例によることができる。

（幼保連携型認定こども園の職員配置に係る特例）

第三条 施行日から起算して十二年間は、副園長又は教頭を置く幼保連携型認定こども園についての第五条第三項の

規定の適用については、同項の表備考第一号中「かつ、」とあるのは、「又は」とすることができる。

（幼保連携型認定こども園の設置に係る特例）

第四条 施行日の前日において現に幼稚園（その運営の実績その他により適正な運営が確保されていると認められる

ものに限る。以下この条において同じ。）を設置している者が、当該幼稚園を廃止し、当該幼稚園と同一の所在場

所において、当該幼稚園の設備を用いて幼保連携型認定こども園を設置する場合における当該幼保連携型認定こど

も園に係る第六条第三項及び第七項並びに第七条第六項の規定の適用については、当分の間、次の表の上欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

読み替 読み替えられる字句 読み替える字句

える規

定

第六条 第十三条第一項において読み替えて準用する児童福祉施設の 耐火建築物で、園児の待避上必要な設備を備

第三項 設備及び運営に関する基準第三十二条第八号イ、口及びへに える
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掲げる要件を満たす

第六条 一 次に掲げる面積のうちいずれか大きい面積 一 次の表の上欄に掲げる学級数に応じ、 そ

第七項 イ 次の表の上欄に掲げる学級数に応じ、 それぞれ同表の下 れぞれ同表の下欄に定める面積

欄に定める面積

学級数 面積（平方メ ー トル）

学級数 面積（平方メ ー トル） 二学級以下 330+30x（学級数一

1) 

二学級以下 330+30x（学級数ー1) 三学級以上 400+80x（学級数ー

3) 

三学級以上 400+80x（学級数ー3)

□ 三 ・ 三平方メ ー トルに満三歳以上の園児数を乗じて得た

面積

第七条 一 乳児室 ー
・ 六五平方メ ー トルに満二歳未満の園児のう 一 乳児室 ー

・ 六五平方メ ー トルに満二歳

第六項 ちほふくしないものの数を乗じて得た面積 未満の園児のうちほふくしないものの数を乗

二 ほふく室 三 ・ 三平方メ ー トルに満二歳未満の園児のう じて得た面積

ちほふくするものの数を乗じて得た面積 ニ ほふく室 三 ・ 三平方メ ー トルに満二歳

三 保育室又は遊戯室 ー
・ 九八平方メ ー トルに満二歳以上 未満の園児のうちほふくするものの数を乗じ

の園児数を乗じて得た面積 て得た面積

2 施行日の前日において現に保育所（その運営の実績その他により適正な運営が確保されていると認められるもの

に限る。以下この条において同じ。）を設置している者が、 当該保育所を廃止し、 当該保育所と同一の所在場所に

おいて、 当該保育所の設備を用いて幼保連携型認定こども園を設置する場合における当該幼保連携型認定こども園

に係る第六条第三項、 第六項及び第七項の規定の適用については、 当分の間、 次の表の上欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、 それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

読み替え 読み替えられる字句 読み替える字句

る規定

第六条第 第十三条第一項において読み替えて準用する児童福祉施 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準

三項 設の設備及び運営に関する基準

第六条第 一 次の表の上欄に掲げる学級数に応じ、 それぞれ同表 ー 満三歳以上の園児数に応じ、 次条第六項

六項 の下欄に定める面積 の規定により算定した面積

学級数 面積（平方メ ー トル）

一学級 1 8 0 

二学級以上 320+100x（学級数ー2)

第六条第 一 次に掲げる面積のうちいずれか大きい面積 一 三 ・ 三平方メ ー トルに満三歳以上の園児

七項 イ 次の表の上欄に掲げる学級数に応じ、 それぞれ同表 数を乗じて得た面積

の下欄に定める面積

学級数 面積（平方メ ー トル）

二学級以下 330+30x（学級数ー1)

三学級以上 400+80x（学級数ー3)

□ 三 ・ 三平方メ ー トルに満三歳以上の園児数を乗じて

得た面積
13



3 施行日の前日において現に幼稚園又は保育所を設置している者が、 当該幼稚園又は保育所を廃止し、 当該幼稚園

又は保育所と同一の所在場所において、 当該幼稚園又は保育所の設備を用いて幼保連携型認定こども園を設置する

場合における当該幼保連携型認定こども園であって、 当該幼保連携型認定こども園の園舎と同一の敷地内又は隣接

する位置に園庭（第六条第七項第一号の面積以上の面積のものに限る。）を設けるものは、 当分の間、 同条第五項

の規定にかかわらず、 次に掲げる要件の全てを満たす場所に園庭を設けることができる。 この場合において、 当該

幼保連携型認定こども園は、 満三歳以上の園児の教育及び保育に支障がないようにしなければならない。

園児が安全に移動できる場所であること。

＿ 園児が安全に利用できる場所であること。

＿ 園児が日常的に利用できる場所であること。

四 教育及び保育の適切な提供が可能な場所であること。

（幼保連携型認定こども園の職員の数等に係る特例）

第五条 園児の登園又は降園の時間帯その他の園児が少数である時間帯において、 第五条第三項本文の規定により必

要となる園児の教育及び保育に直接従事する職員（以下「職員」という。）の数が一人となる場合には、 当分の

間、 同項の規定により置かなければならない職員のうち一人は、 同項の表備考第一号の規定にかかわらず、 都道府

県知事が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める者とすることができる。

第六条 第五条第三項の表備考第一号に定める者については、 当分の間、 小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有

する者（現に当該施設において主幹養護教諭及び養護教諭として従事している者を除く。 以下「小学校教諭等免許

状所持者」という。）をもって代えることができる。 この場合において、 当該小学校教諭等免許状所持者は補助者

として従事する場合を除き、 教育課程に基づく教育に従事してはならない。

第七条 一日につき八時間を超えて開所する幼保連携型認定こども園において、 開所時間を通じて必要となる職員の

総数が、 利用定員に応じて置かなければならない職員の数を超える場合における第五条第三項の表備考第一号に定

める者については、 当分の間、 開所時間を通じて必要となる職員の総数から、 利用定員に応じて置かなければなら

ない職員の数を差し引いて得た数の範囲で、 都道府県知事が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める者を

もって代えることができる。 この場合において、 当該者は補助者として従事する場合を除き、 教育課程に基づく教

育に従事してはならない。

第八条 第五条第三項の表備考第一号に定める者については、 当分の間、 一人に限って、 当該幼保連携型認定こども

園に勤務する保健師、 看護師又は准看護師（以下「看護師等」という。）をもって代えることができる。 ただし、

満一歳未満の園児の数が四人未満である幼保連携型認定こども園については、 子育てに関する知識と経験を有する

看護師等を配置し、 かつ、 当該看護師等が保育を行うに当たって第五条第三項の表備考第一号に定める者による支

援を受けることができる体制を確保しなければならない。

2 前項の場合において、 当該看護師等は補助者として従事する場合を除き、 教育課程に基づく教育に従事してはな

らない。

第九条 前三条の規定により第五条第三項の表備考第一号に定める者を小学校教諭等免許状所持者、 都道府県知事が

保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める者又は看護師等をもって代える場合においては、 当該小学校教諭

等免許状所持者、 都道府県知事が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める者並びに看護師等の総数は、 同

項の規定により置かなければならない職員の数の三分のーを超えてはならない。
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0社会福祉施設等の事業者等の要件及び設備等に関する基準を定める条例
平成30年12月19日

条例第62号
社会福祉施設等の事業者等の要件及び設備等に関する基準を定める条例をここに公布する。

社会福祉施設等の事業者等の要件及び設備等に関する基準を定める条例
目次

第1章 総則（第1条•第2条）
第2章 事業者等の要件及び設備等に関する基準の原則（第3条）
第3章 事業者等の要件及び設備等に関する基準の別段の定め

第1節 医療保護施設及び授産施設の運営に関する基準（第4条•第5条）
第2節 特別養護老人ホ ー ムの設備に関する基準（第6条）
第3節 指定介護老人福祉施設の事業者の要件及び設備に関する基準（第7条•第8条）
第4節 認定こども園の認定の要件（第9条）
第5節 幼保連携型認定こども園の運営に関する基準（第10条）

第4章 補則（第11条）
附則

第1章 総則
（趣旨）

第1条 この条例は、児童福祉法（昭和22年法律第164号）、医療法（昭和23年法律第205号）、生活保護法（昭和25年法
律第144号）-、社会福祉法（昭和26年法律第45号)._‘老人福祉法（昭和38年法律第133号）-、介謹保険法（平成9年法律
第123号）、四圭 の 呂生 び土へ生をはゾ噌に マ るための ‘

、 ノ ヽI ‘ l7 ‘
ヽ ノ脳123 口 じ 「如圭

総合支穏法Iというn)及び-‘呂子の ど に ギ 六たの岱へ、f の ‘ に 、ヽ ノヽI ‘ 18
法律第77号n 以下「認定こども園法Iという n )の規定により、社会幅祉施設等の事業者及び認定の要件並びに
設備、蓮営等に閑する基準を定めるものとする。
（定義）

第2条 この条例において「社会福祉施設等」とは、辿毒の社会福祉施設等の欄に掲げる施設及び事業をいう。
第2章 事業者等の要件及び設備等に関する基準の原則

第3条 社会福祉施設等についてそれぞれ叫逗の法律の規定の欄に掲げる規定により条例で定めることとされてい
る且毒の要件及び基準の欄に掲げる要件及び基準については、この条例（この条例の改正に伴う経過措置を定め
る規定を含む。）に別段の定めがあるものを除き、且去の法令等の欄に掲げる法令等（当該法令等の改正に伴う経
過措置を定める規定を含む。）に定めるものをもって、その要件及び基準とする。

第3章 事業者等の要件及び設備等に関する某準の別段の定め
第1節 医療保護施設及び授産施設の蓮営に閲する基準

（医療保護施設の運営の基準）
第4条 叫立5の項に掲げる医療保護施設は、医療法その他医療に関する法令に基づき適切に運営されなければなら

なし‘。
（授産施設の運営の基準）

第5条 副玉5の項に掲げる授産施設の規模に係る救誇施設、更生施設、授産施設及び宿所提供旅設の設備及び涸営
に関する基準（昭和41年厚生省令第18号）第23条第2項の規定の適用については、国星中「授産施設」とあるの
は、「授産施設（法第38条第1項第4号に規定する授産施設に限る。）」とする。

第2節 特別養護老人ホ ー ムの設備に関する基準
第6条 皿丞9の項に掲げる特別養護老人ホ ー ムに設ける居室に係る特別養誇老人ホ ー ムの設備及び渾営に関する某

準（平成11年厚生省令第46号）第11条第4項第1号イ及び第55条第4項第1号イの規定の適用については、これらの規
定中「入所者へのサ ー ビスの提供上必要と認められる場合は、2人」とあるのは、「地域の実情に応じて知事が
必要と認めた場合は、4人以下」とする。

第3節 指定介護老人福祉施設の事業者の要件及び設備に関する基準
（指定介護老人福祉施設の事業者の要件）

第7条 叫立l1の項に掲げる指定介護老人福祉施設の指定に係る介護保険法第86条第1項に規定する条例で定める入
所定員の数は、30人以上とする。
（指定介護老人福祉施設の設備の基準）

第8条 叫玉11の項に掲げる指定介護老人福祉施設に設ける居室に係る指宇介牌老人福祉施設の人員、設備及び渾
営に関する基準（平成11年厚生省令第39号）第3条第1項第1号イの規定の適用については、同号イ中「入所者への
指定介護福祉施設サ ー ビスの提供上必要と認められる場合は、2人」とあるのは、「地域の実情に応じて知事が
必要と認めた場合は、4人以下」とする。

第4節 認定こども園の認定の要件
第9条 辿�22の項に掲げる認定こども園は、原則として全ての開園日において、子育て支援事業として教育・保

育相談事業（認定こども園法第2条第12項に規定する地域の子どもの養育に関する各般の間題につき保護者からの
15



相談に応じ必要な情報の提供及び助言を行う事業であって主務省令で定めるもののうち知事が定めるものをい
う。）を実施しなければならない。

第5節 幼保連携型認定こども園の運営に関する基準
第10条 皿主の規定は、辿毒23の項に掲げる幼保連携型認定こども園における子育て支援事業の実施について準用

する。
第4章 補則

第11条 この条例の実施に関し必要な事項は、知事が定める。
附 則

（施行期H)
1 この条例は、公布の日から施行する。

（認定こども園の認定の要件を定める条例等の廃止）
2 次に掲げる条例は、廃止する。

(1)咆 こど の至忍らの を める I \I ‘ 18 山 只久 1 68 ロ

(2) 医療法施行条例（平成24年岩手県条例第69号）
(3) 救護施設等の設備及び運営に関する基準を定める条例 （平成24年岩手県条例第70号）-
(4) 老 ホ ー ムの血 び軍勺こ る基？を-める久，ヽI ‘ 24 山 目、 久 ダ 屈71 ロ

(5) ti老 ホ ー ムの含几 び‘軍巫に ゞ ーめ 久，ヽI ‘ 24 山 目、 久
1 72 ロ

(6) 、I」舌老 ホ ー ムの舌几 び‘軍門こ る基iを める久，ヽI ‘ 24 山 只久 J, 73 ロ

(7) 巳 宅 ー ビス の ‘ の号几 び‘ 呂に る基さ を,-...4める久，口 24 山 只久 1 74 ロ

(8) _ffi_1E弓老 百止 全叫の全几 び勺ア'---- ,-...4め 久，（平成24年岩手県条例第75号）-
(9) fil老 施舌几の吾几 び‘ 呂に る基ミを,-...4める久 ，、I ‘ 24 m P、久 J, 76 ロ

(10） ヒ ヘ誓 型矢 ‘ 全几の全几 び軍勺こ s ,-...4め 久 J, ヽ I ‘ 24 山 目、久 り K斤77 ロ

(11) ffi1E号 ービスK の ‘ の芸几 び‘軍巫並びに 臣- - ー ビス に、 テ のための六
Hヽ f マの 、‘ こ l ‘ 1 24 山 尺 l 78 ロ

(12） ヒ 屯羊児 ‘雨― ずの の血 び軍勺こ る蔦 を める久，（平成24年岩手県条例第79号）-
(13） と 立牢児 ―

施舌几 の舌几 び運巫に る基Y k を める久 り（平成24年岩手県条例第80号）-
(14) 巳 立宇古止 ー ビスの ‘ Kの吾几 び‘ 巫に る基S Kを める久 ，、I ‘ 24 m 只久，屈81 ロ

(15) 巳 立宇 マ 至叫の否几 び勺こ る国 を める I 口 24 山 只 I 82 ロ

(16) 立宝百止 ー ビス ‘ の部 び軍勺こ 3 ,-...4め 久，ヽ 1 24 山 目、久 ，年83 ロ

(17) 地 、、 マセンタ ーの血 び‘ 逆に る 3 を める久，口 24 山 目、久 1 84 ロ

(18) 福祉ホ ー ムの設備及び渾営に関する基準を定める条例（平成24年岩手県条例第85号）-
(19) 立牢 マ施舌几の芸几 び運氾に る基ミを める久，口 24 山

ノ
目、 久，年86 ロ

(20) 児童百止施血の吾几 び勺こ る基を,-...4める 月、 1 24 山 旦 I 87 ロ

(21) ヨ 云 ⇒几の含几 び‘ 勺こ る基ミを,-...4める久り、I ‘ 24 山 目 71 88 ロ

(22)玄 ‘車 刑吸一こど の全几 び州こ ? ,-...4め 久，ヽI ‘ 26 山 、久，103 ロ

(23) 介誇医療院の設備及び渾営に関する基準を定める条例（平成30年岩手県条例第19号）-
（特別養護老人ホ ー ムの設備に関する基準に係る経過措置）

3 幽表9の項に掲げる特別養護老人ホ ー ムに設ける居室に係る特別養誨老人ホ ー ムの設備及び渾営に関する基準附
則第3条の規定の適用については、同条第1項中「第11条第4項第1号及び第55条第4項第1号」とあるのは「社会福
祉施設等の事業者等の要件及び設備等に関する基準を定める条例（平成30年岩手県条例第62号）第6条の規定によ
り読み替えて適用される第11条第4項第1号イ及び第55条第4項第1号イ並びに第11条第4項第1号ハ及び第55条第4
項第1号ハ」と、「「4人」とあるのは「原則として4人」」とあるのは「「1人とすること。ただし、地域の実情
に応じて知事が必要と認めた場合は、4人以下とすることができる」とあるのは「原則として4人以下とするこ
と」」と、同条第2項中「「原則として4人」とあるのは、「8人」」とあるのは「「原則として4人以下」とある
のは、「8人以下」」とする。

4 H9の項に掲げる特別養護老人ホ ー ムに設ける居室に係る地域の自主性及び自立性を刷めるための改革の推進
を図るための関係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令（平成23
年厚生労働省令第127号）附則第2条第2項の規定の適用については、同項中「新特養基準第11条第4項第1号イ及び
第55条第4項第1号イの」とあるのは「社会福祉施設等の事業者等の要件及び設備等に関する基準を定める条例
（平成30年岩手県条例第62号）第6条の規定により読み替えて適用される特別養護老人ホ ー ムの設備及び運営に関
する基準第11条第4項第1号イ及び第55条第4項第1号イの」と、「新特養基準第11条第4項第1号イ及び第55条第4
項第1号イ中「1人」とあるのは、「4人以下」」とあるのは「これらの規定中「1人とすること。ただし、地域の
実情に応じて知事が必要と認めた場合は、4人以下とすることができる」とあるのは、「4人以下とすること」」
とする。
（指定居宅サ ー ビスの事業の設備に関する基準に係る経過措置）

5 旱10の項に掲げる指定居宅サ ー ビスの事業のうち、復興推進事業（東日本大震災復興特別区域法（平成23年法
律第122号）第4条第2項第5号に規定する復典推進事業をいう。以下同じ。）として、厚生労働省関係東日本大震災
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ノ" 、 rJ IZ 、、応2久砂心に見 るハムの 、 りに る 署 びその ‘ を序iる／ 陣 進 を める令ム
（平成23年内閣府・厚生労働省令第9号）第6条に規定する訪問リハビリテ ー ション事業所整備推進事業を定めた認
定復興推進計画（同法第6条第1項に規定する認定復興推進計画をいう。以下同じ。）に定められた区域内に存する
指定居宅サ ー ビスに該当する訪間リハビリテ ー ション（以下「指定訪間リハビリテ ー ション」という。）の事業を
行う事業所であって、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院との密接な連携を確保し、指定訪問リハ
ビリテ ー ションを適切に行うことができるものであると知事が認めるものの設備に係る指定居宅サ ー ビス等の事

の 口 部 び勺こ る基？ 口 11 「生ハ人 37 口 77 1項の規定の適用については、令和5年
3月31日までの間は、回星中「病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院であって、事業の」とあるの
は、「事業の」とする。

（一部改正〔令和2年条例14号〕）
（指定介護老人福祉施設の設備に関する基準に係る経過措置）

6 辿玄11の項に掲げる指定介護老人福祉施設に設ける居室に係る指定介誇老人福祉施設の人員、設備及び運営に
関する基準附則第4条の規定の適用については、同条第1項中「第3条第1項第1号」とあるのは「社会福祉施設等
の事業者等の要件及び設備等に関する基準を定める条例（平成30年岩手県条例第62号）第8条の規定により読み替
えて適用される第3条第1項第1号イ及び同号口」と、「「4人」とあるのは「原則として4人」」とあるのは「「1
人とすること。ただし、地域の実情に応じて知事が必要と認めた場合は、4人以下とすることができる」とある
のは「原則として4人以下とすること」」と、同条第2項中「「原則として4人」とあるのは、「8人」」とあるの
は「「原則として4人以下」とあるのは、「8人以下」」とする。

7 辿奉11の項に掲げる指定介護老人福祉施設に設ける居室に係る地域の自主性及び自立性を高めるための改革の
推進を図るための関係法律の幣備に関する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令附則
第3条第2項の規定の適用については、同項中「新介護老人福祉施設基準第3条第1項第1号イ」とあるのは「社会
福祉施設等の事業者等の要件及び設備等に関する基準を定める条例（平成30年岩手県条例第62号）第8条の規定に
より読み替えて適用される指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準第3条第1項第 1号イ」と、
「「 1人」とあるのは、「4人以下」」とあるのは「「 1人とすること。ただし、地域の実情に応じて知事が必要
と認めた場合は、4人以下とすることができる」とあるのは、「4人以下とすること」」とする。
（指定介護予防サー ビスの事業の設備に関する基準に係る経過措置）

8 幽表14の項に掲げる指定介護予防サ ー ビスの事業のうち、復興推進事業として、厚生労働省関係東日本大震災
" 、 I x 、‘ 2 4項に見 るハムの、屈に る 習 びその ‘ を点iるノ 固 進 を…める令ム

策に規定する介護予防訪間リハビリテ ー ション事業所整備推進事業を定めた認定復興推進計画に定められた
区域内に存する指定介護予防サ ー ビスに該当する介護予防訪間リハビリテ ー ション（以下「指定介護予防訪間リ
ハビリテ ー ション」という。）の事業を行う事業所であって、病院、診療所、介護老人｛呆健施設又は介護医療院
との密接な連携を確保し、指定介護予防訪問リハビリテ ー ションを適切に行うことができるものであると知事が
認めるものの設備に係る 巳… そ サ ー ビスk”の ‘の ＝ 舌几 び‘ 巴並びに ヒ…入デ サ ー ビスK に
ハる 三 のための六 、な マの :に る基ミ

ロ l8 「生呂 ハム 35 口
脳80 1珀の規定の適

用については、令和5年3月31日までの間は、且岨中「病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院であっ
て、事業の」とあるのは、「事業の」とする。

（一部改正〔令和2年条例14号〕）
（療育センタ 一条例の一部改正）

9 療育センタ ー条例（昭和51年岩手県条例第57号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう〕略

附 則（令和2年3月27日条例第14号）
この条例は、公布の日から施行する。ただし、表2の項の改正部分は、令和2年4月1日から施行する。

附 則（令和6年3月27日条例第29号）
この条例は、令和6年4月1日から施行する。

別表（第2条、第3条関係）
（一部改正〔令和2年条例14号•6年29号〕）

社会福祉施設等
l 指定通

1条所
の
支

5
援（児童福祉

法第2社こ 5の3第1項に
規定する指定通所支援を
いう。以下同じ。）及び
回法第21条の5の4第1項
第当通所

に
支

規も定する基準該
援の事業

法律の規定
屈童饂祉法箪21条の5の4箪
1項笈2位、第21条の5の15
第3項第1号、第21条の5の1
7第1項第1号及び

19
策第凶

1項土
並び

に第21条の5の 西且及び
第

要件及び基準 法令等
屈童饂主似声磁21条の5の3磁 兄童孤祉法延丘規辿

抒
）及

且宇祖
涌び
謳
凪旦に規疋する指f

の
定

要障件害並児び
3年歴生五合第11丑

通所支援事業者 童遥祉法 に基づ si目正皿近
に指定通所支援の事業等の 孟認の班羞笙のム且訟儘
設備及び運営に関する基準 及び罪裳に図土盃基型（王

成24生厚生労働岱合第15
止）-
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2 指
童
定福障祉害児法 入

第
所
24

施
条 設 等 脱童遥祉法箪24条の9緻3項

（児 の2第 に おいて準用する同法第21
虞児 入

に

所
規

施
定

設
す

等
る

を
指し定障 害 企の5の15第3項塾1�並び

ヽう。以 に 回法第24条の12第1玉及
下同じ。） び箪坦直

3 児童福 祉施設（幼保連携 梃童遥祉法塾45条塾1項
型認定 こども園を除く。

以下同じ。）
4 病院及び診療所 医癒法第7条の2簗4項、 第

及
上

縫
ひ弟

巫21条箪1項箪l丘弟12号並び に 同条第2項
緻旱及び緻辿上

5 
医

救
療

護
保
施

護
設
施

、
設
更

、
生授

施
産

設
施

、
設

生匝堡護法箪39条箪1項及
び社会細祉法第65条第1項

及び宿所 提供施設

6 軽費老人ホ ー ム（老人福 社会遥祉法箪65条第1項
祉法菫20条の6 に 規定す
る軽費老人ホ ー ムをい
う。以下同じ。）

7 女性自立支援施設(
性

（困へ皇
の

社会遥祉怯筐65条第1直
な閲鰐と追える立t
之長 に 閾土るi去止｛合和4
生法且塾52五：｝錮12条第1
寝項

に 規定する女性自立支
施設 をいう。以下同

じ。）
7の2 社会福 祉長第住

6
居施 設 社会滋紐止法塾68条の5緻1項

（社会饂隠i去出8条の2箪
尋住居

に

施
規
設
欠 する社会福 祉
をいう。以下同

じ。）

8 養 護老人ホ ー ム（老人福
祉法第20条の4 に 規定す

老ム遥祉法塾17条第1項

る養 護老人ホ ー ムをい
う。以下同じ。）

9 特別養 護

長
第老

2
人ホ ー ム

規
（主 老ム掘祉法箪17条磁1項

ム遥祉法出0条の5 に

定する特別養 護老人ホ ー

ムをいう。以下同じ。）
10 指定居宅サ ー ビス

1項（上
に

譴讐鱈嗜硲諷第2
醤堡塗法箪41条巫ニコ 止、 70 2現第1丘裏

規定する指定居宅サ ー ビ 72条の2塾1項塾lz&及谷
及

盛
び

: 
スをいう。以下同じ。） 旦

箪
並び に第74条第1項

及び回法箪42ゑ箪1項箪2
共毛

に 規定する基準該当居
サ ー ビスの事業

11
（介指護定保介険 護 法老第

人
4
福
8条祉第

施
1

設
項

介諷保険法第88条堕1項及
び箪立直

護
虞

老人
に

福
規
祉
定

施
す

設
る

を
指
い

定
う

介
。

以下同じ。）
12 介護老人保健施設 介護堡聡法第97条第1項か

ら第坦且まで

13 介護 医療院 介諷堡毯法塾111条第1逗か
ら豆逗且まで

児童蝠主趙去磁24条の2鑑1項
に 規 定する指 定障

件
害児入所

施設 の事業者の要 並びに
指定障 害児入所施 設 等の 設
備及び運営 に 関する基準

児童饂祉血認の認畑及び辿
裳に図土る基里

既存の病床数
補
及び申請 に係

る病床数の 正、 専属の
養
薬

剤
病

師の配置、病
療
院及び療

床を有する診 所 に

数
懺＜

べき従業者及びその員 並
び に病

療
院及び療養病床を有

する診 所の施設 及びその
構造 設 備 に 関する基準
救護護施設、 更 生施 設、 医療
保 施 設 、授産施設 及び宿
所提供施設 の 設 備及び運営
に 関する基準
壁置老ムホ ー ムの臨皿及び
追営 に図土る基里

ム注目立よ長血設の訟皿及
び罪裳に図土盃基塁

社会福 祉 住居施 設 の 設 備の
規模及び構造前び に 福 祉 サ

ー ビスの提供の方法、 利用
者等からの苦情への

施
対応

設
そ

の他の社会福 祉 住居 の
運営 に 関する基準
蓑諷老ムホ ー ムの認畑及び
辿裳 に 凹土る基塑

位別追諷老ムホ ー ムの設備
及び罪裳 に 醤土る基里

噂疇『墓41条箪l項に
規

事
疋 する 旨疋居宅サ ー ビス
業者の要件並び に 指定居

宅サ ー ビス等の事業の 設 備
及び運営 に 関する基準

指定介護老人幅 祉施設 の 設
備及び運営 に 関する基準

介 護老人保健施 設 の 設 備及
び運営 に 関する基準

介 護 医療
基
院の 設 備及び運営

に 関する 準

児童蝠祉法謳且退↓則及び陪笞星牢

童証祉法 に基づこ担底担□
況ム近血設笠のム且設儘
及び弾裳に図土盃基塑｛墨
盛24生厚生裳働雀合箪16
止

児童孤祉血認の認畑及び退
裳 に図土る基塑｛噌和23生
歴生須合笠63�}
医庶祐底丘臨且I[（昭和23生
厘生雀合箪50豆｝

拡護血認ら 夏生底認ら 長蕊
血認及び血近羞供血設の設
儘及び禅裳に図土盃基型

妊豊老ムホ ー ムの認畑及び
退嘗 に図土る基塾（ヱ盛20
生厘生泣鋤雀百患107立）

ム性且立よ羞血政の設i皿及
び罪裳 に図土盃玉塑｛合和5
毎星生泣勉臼合磁36五｝

無社低臨血 ‘L且近の認偏及び
罪鴬 に 闊土る基型は迂nム
王歴生立働雀合策34位）

蓑諷老ムホ ー ムの認価及び
辿裳 に 凹圭る基墾（昭和41
生厘生直ヰ箪19且｝

虹別追謹老ムホ ー ムの訟皿
及び罪裳 に 閾土る基型

介
き
讐冒雙誓讐ll（閂眉1矩LI!
」

厚生/‘- 36門及びこ
延匡宅土ー ビス笠の直羞の
ム員ら 訟儘及び罪営 に 固土
る基準

祖定介諷老人遥祉施設の人
且設畑及び運嘗 に図土る
基

介諷老ム堡筵血認のム旦ら
血設及び訟儘並び に弾裳 に

図土盃基塑｛王盛11生厘生
臼合巫40辻｝
介諷医癒院のム且コ血認及
び設皿並びに追嘗に図土盃
基嬰直盛30生厘生泣鋤臼
百出5年
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14 指定介護予防サ ー ビス介誇保険法第54条第1項第2
（介誇保険法第5文条第1項止、第115条の2第2項第1
に規定する指定JI護予防止、第115条の2の2第1項第
サ ー ビスをいう。以下同髪包奴堕訟立並びに鍛旦旦

）及び同茨第54条第1木の4第1項及び箪乙且

三汀こ規疋する基準
該当ハ護予防サ ー ビスの
事業

15 
--

削除
16 指定障害福祉サ ー ビス

（障害者総合支援法第29
各箪且且に規定する指定
伽害福祉サ ー ビスをい
う。以下同じ。）及び監

□讀誓厚誓魯贔
該当障害福祉サ ー ビス
（凪吐4に規定する基準
該当事業所により行われ
るものに限る。）の事業

17 指定障害者支援施設
（障害者総合支援法第29

鱈温言喜乳戸
以下同じ。）

18 障害福祉サー ビス事業
醤

口

サ ー ビス事業をい
う。以下同じ。）

障害者総合支援法第30条第
1項第2号イ、第36条第3項
箪、第41条の2第1項第1
旦及び菫乙上並びに第43条
策上且及び第五且

障害者総合支援法第383条〗第
縄にムおいて準用する血五

鳳閂言ニこ頁
44年

障害者総合支援法第80条第
匡

19 地域活動支援センタ ー I 障害者総合支援法第80条第
匡

20 

21 

福祉ホ ー ム

障害者支援施設

障害者総合支援法第80条第
直

障害者総合支援法第84条第
阜

賃凰瓢言喜闘尼
ビス事業者の要件並びに指
定介護予防サ ー ビス等の事
業の設備及び運営並びに指
定介護予防サ ー ビス等に係
る介護予防のための効果的
な支援の方法に関する基準

障害者総合支採法第29条第
止直に規定する指定障害福
祉サ ー ビス事業者の要件亜
びに指定障害福祉サ ー ビス
の事業等の設備及び運営に
関する基準

指定障害者支援施設の事業
者の要件亜びに設備及び運
営に関する基準

障害福祉サ ー ビス事業の設
備及び運営に関する基準

地域活動支援センタ ーの設
備及び運営に関する基準

福祉ホ ー ムの設備及び運営
に関する基準

障害者支援施設の設備及び
連営に関する基準

謬悶讐エ1口讐認璽
誓な見g又備及び運営並

拓疋J1護予ド
方
方サ ー ビス

瓢信嘉斐喜訊瓢這摩二

胃
ー ヒス事業の設

営に関する基準（平成18年
厚生労働省令第174号）
障害者の日常生活及び社会

竺の設備及び運
所に関する曼準（平成1
厚生労働省p第175号）
障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するた
めの法律に基づく福祉ホ ー

ムの設備及び運営に関ず歪
曼準（平成18年厚生労働肖
p第176号）
障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するた

腐畠腐閃長農用｀み靡喜喜畜
する基準（平成18年厚生労
働省令第177号）

22 認定こども園（幼保連
携型認定こども園を除
く。以下同じ。）

認定こども園法第3条第1項 認定こども瀾の認定の要件 認定こども園法（第3条第2
及び鑑直 1 |尋及び巫叫こ限る。）及び

23 幼保連携型認定こども
園

認定こども園法第13条第1
玉

幼保運携型認定こども園の
設備及び運営に関する基準

ーれらの規疋により主務大
臣が定める基準
幼保陣携型認定こども園の
学級の編制、職員、設備及
び渾営に関する基準（平成2

畠讐1り閤贔胄）可直i
ゑ、第8条第2項及び第13条
第（児童福祉施設の設備

認喜営 ニ二麟霊喜t
準用する部分に限る。）を
除く。）
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0社会福祉施設等の事業者等の要件及び設備等に関する基準を定める条例施行規則
平成30年12月19日

規則第57号
社会福祉施設等の事業者等の要件及び設備等に関する基準を定める条例施行規則をここに公布する。

社会福祉施設等の事業者等の要件及び設備等に関する基準を定める条例施行規則
（趣旨）

第1条 この規則は、 土ム百止 訥たの の び血 に る基ミ を-める久 1 ‘r ‘
30 山 目、久 ［

第62号り 以下「条例Iという n )の実施に関し必要な事項を定めるものとする。
（夜間及び深夜の指定通所介護以外のサ ー ビスの提供に関する届出）

第2条 条例別表10の項の社会福祉施設等の欄に掲げる指定居宅サ ー ビスに係る同項の法令等の欄に掲げる指定居
一 ー ビスK の

‘
の - 吾几 び巴こ ？ ヽr ‘ l1 生／ ゾ‘ 37 口 じ この にWヽて「 巳

居宅サ ー ビス等基準Iという n )第95条第4項の規定による届出は、 別に定める様式による指定通所介護事業所に
おける夜間及び深夜の指定通所介護以外のサ ー ビスの提供に関する開始（変更）届出書により行わなければならな

2 皿岨の届出をした指定居宅サー ビス等某準第93条第1項に規定する指定通所介護事業者（広玉において「届出指
定通所介護事業者」という。）は、 皿玉の届出暑の記載事項に変更が生じたときは、 変更の日から10日以内に回
玉の届出書により当該届出に係るサ ー ビスを提供する指定居宅サー ビス等基準第93条第1項に規定する指定通所
介護事業所の所在地を所管する広域振興局長に届け出なければならない。

3 届出指定通所介護事業者は、 指定居宅サ ー ビス等基準第95条第4項の届出に係るサ ー ビスを休止し、 又は廃止し
ようとするときは、 休止し、 又は廃止しようとする日の1月前までに別に定める様式による指定通所介護事業所
における夜間及び深夜の指定通所介護以外のサー ビスの休止（廃止）届出書により血岨に規定する広域振興局長に
届け出なければならない。
（認定こども園の職員資格の特例の承認の申請）

第3条 認定こども園の設置者は、 条例別表22の項の法令等の欄に掲げる法令等の規定に基づき、 保育士の資格の
みを有する者を学級を担任する職員としようとするとき又は幼稚園教員免許状のみを有する者を満3歳以上の子
どものうち幼稚園と同様に1日に4時間程度利用する子ども及び保育所と同様に1日8時間程度利用する子どもの保
育に従事する者としようとするときは、 別に定める様式による職員資格特例承認申請書を知事に提出しなければ
ならない。
（認定こども園等の教育・保育相談事業）

第4条 条例第9条（条例第10条において準用する場合を含む。）の主務省令で定めるもののうち知事が定めるもの
は、 上、巫汁の ど に ギ ギK の菜ム仕f 北の

‘
に 、‘ / /― 

| （平成26年内閣府・文部
科学省・厚生労働省令第2号）第2条第1号に掲げる事業とする。

附 則
（施行期日）

1 この規則は、 公布の日から施行する。
（指定障害児通所支援の事業等の設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則等の廃止）

2 次に掲げる規則は、 廃止する。
(l） ヒ 土牢I尼 ‘雨

―
すの の血 び軍勺こ る基ぐ 片を める久 I ノ― | ‘r ‘

25 山 目 ， 応

止
(2)、 ラ 施吾几K の舌几 び勺こ る基を める久 l施／ー ， 、r ‘

25 山 只 1 39 ロ

(3) 老 ホ ー ムの血 び ‘ 呂に る基？を…める久 Y1 /- HI （平成25年岩手県規則第40号）-
(4) ti 老 ホ ー ムの全几 び ‘ 巫に s -め 久 r /― 

| （平成25年岩手県規則第41号）-
(5) 、 I き老 ホ ー ムの部 止 び ‘軍巫に ミ -め 久I ノー 日I ヽr ‘

25 山 目、 目1 吟42 ロ

(6) 巳… - ー ビス の
‘

の吾几 び‘ 勺こ 3 
…め I ／一 ， 口 25 山 �43 

止
(7) _ffi1E'.号老 百止 全几の全几 び軍勺こ ミ ーめ 久 I ノー ，口 25 山 門 且 1 44 ロ

(8)人ヨ老 施吾几の吾几 び勺こ る基を める久 I施ノー 1 （平成25年岩手県規則第45号）-
(9) 巳 人三‘ 型矢 ‘ 至几の至几 び ‘ 勺こ る基ミ を…める I ノー ，口 25 山 円 1 46 ロ

(10) _ffi1E'. ョ ー ビスK の の含几 び軍呼亜びに 臣— 三 ー ビス に 、る人三 のための六
a、f マの 、‘ に る ゞ んを める 机 ノ―

| ‘ r ‘
25 山 目 1 47 ロ

(11) ヒ 土牢 1ロ ー 含几 の含几 胃‘軍呼こ I ヽr ‘
25 山 目、 1 48 ロ

(12) � 土牢百止 ー ビスの
‘ 

の吾几 び ‘軍巫に 3 k -め 久 I /- HI （平成25年岩手県規
則第49号）

(13) �宇 マ 合叫の⇒几 び ‘バ勺こ る基ミ を める久 Y1 ノー 見1口 25 山 目、 HI 応50 ロ

(14) 土牢百止 ー ビス の紐 び勺こ Y -め 久 ［ ／― |口 25 山 目、 1 51 ロ

(15) 土hヽ、 マセンタ ーの血 び‘ 巫ァ め I た／― | ヽI ‘
25 山 目、 1 52 ロ

(16) 幅祉ホ ー ムの設備及び渾営に関する基準を定める条例施行規則（平成25年岩手県規則第53号）-
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(17) Ji:宇 マ ⇒几の含几 び‘ 勺こ る基？を…める久， ノ― | ‘ t ‘

25 山 目、見げ54 ロ

(18) l門童百止 全几 の全几 び‘ 勺こ ゞ -め 久， ／
―

|口 25 山 、 1 55 ロ

(19)『 三 含叫の含几 び‘ 勺こ る基 ミ を める久Jl /― 

| ‘ 1 25 山 目、 1 56 ロ

(20)玄 ‘車 型畷 こど の 含几 び勺こ る ？を める久Jl /― 

| （平成27年岩手県規則第4号）-
(21)怒 こど の怒-の を-める久j, /― | ‘ r 27 山 目、 目1 16 ロ

(22) fil侭 占の号几 び勺こ る基を める久， ／
―

| ヽ r ‘

30 口
目 1 28 ロ

（医療法施行細則の 一部改正）
3 医療法施行細則（昭和30年岩手県規則第33号）の 一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略
（看護職員修学資金貸付条例施行規則の 一部改正）

4 看膊職員修学資金貸付条例施行規則（昭和37年岩手県規則第69号）の 一部を次のように改正する。
〔次のよう〕略

（岩手県事務委任及び代決専決規則の 一部改正）
5 岩手県事務委任及び代決専決規則（平成18年岩手県規則第64号）の 一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略
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